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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 (千円) 3,802,7554,238,8293,470,8581,090,8641,565,837

経常損益 (千円) 25,575 80,553 92,102 108,286308,351

当期純損益 (千円) 16,296 45,410 159,644116,130182,721

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― 327 ― ―

資本金 (千円) 1,072,0601,072,0601,072,0601,072,0601,072,060

発行済株式総数 (株) 10,796,00010,796,00010,796,00010,796,00010,796,000

純資産額 (千円) 783,779827,174979,9571,096,7011,281,619

総資産額 (千円) 1,878,4641,678,0141,501,9681,475,7971,695,117

１株当たり純資産額 (円) 72.66 76.68 90.86 101.70 118.85

１株当たり配当額
(内１株当たり中間配当額)

(円)

(円)
―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

4.00
(―)

１株当たり当期純利益金額 (円) 1.51 4.21 14.80 10.77 16.94

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 41.7 49.3 65.2 74.3 75.6

自己資本利益率 (％) 2.1 5.6 17.7 11.2 15.4

株価収益率 (倍) 108.61 34.44 5.81 4.92 6.91

配当性向 (％) ― ― ― ― 23.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 147,946 15,186 877,931432,866143,506

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △14,684△18,944△25,412△782,076△201,609

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △367 △100,056 △219 △200,061 △59

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 322,586218,7721,071,071521,800463,638

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
49
(３)

54
(３)

21
(２)

20
(５)

21
(５)

(注) １．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．第56期、第57期、第59期及び第60期における持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社が存在しないため

記載しておりません。なお、第58期において当社の関連会社であった協栄ジェネックス株式会社につきまして

は、第59期において、当社が所有する同社の株式を全て売却しております。

３．売上高には消費税等は含まれておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【沿革】

当社は、古暮卓次が個人商店として、昭和20年10月金網卸売業の古暮商店を創業し、昭和28年４月古暮金

網有限会社(本社－群馬県太田市大字太田893番地、資本金800千円)を設立し、昭和31年４月本社を東京都中

央区日本橋人形町２丁目５番地に移転したところに始まります。

年月 事項

昭和36年９月 金網卸売事業の拡大を図る目的をもって、古暮金網株式会社に改組。(本社－東京都中央区日本橋人形

町２丁目５番地、資本金4,000千円)

昭和50年４月 商号を株式会社古暮に変更。

昭和60年８月 埼玉県越谷市に有限会社コグレ流通センターを設立し、当社流通センターとして、昭和60年12月稼動。

平成元年11月 商号を株式会社コグレに変更。

平成３年４月 社団法人日本証券業協会へ店頭売買銘柄として登録。

平成７年２月 有限会社コグレ流通センターを株式会社アメニティサービスに改組。

平成７年３月 本社を東京都中央区日本橋久松町９番９号に移転。

平成７年11月 東京都中央区に株式会社アメックスを設立。(株式会社システムエクステリアに商号変更)

平成８年２月 各支店に株式会社アメニティサービスによる直轄の配送センター併設のため、埼玉県越谷市の流通セ

ンターを閉鎖。

平成10年４月 本社を東京都台東区寿一丁目11番６号に移転。

平成10年８月 埼玉県越谷市流通センターの土地・建物を売却。

平成11年８月 株式会社アメニティサービス及び株式会社システムエクステリアの整理解散。

平成11年10月 森トラスト株式会社への第三者割当増資及び同社との業務提携の締結。

平成11年11月 本社を東京都港区虎ノ門一丁目２番20号に移転。

平成12年５月 株式会社アメニティサービス及び株式会社システムエクステリアの清算結了。

平成13年４月 森開発エンタープライズ株式会社と合併。

平成14年10月 商号をエムティジェネックス株式会社に変更。

平成14年12月 本社を東京都港区虎ノ門三丁目３番４号に移転。

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成19年５月 戸田建設株式会社と業務提携契約を締結し、リニューアル事業を開始。

平成19年10月 協和陶管株式会社、丸栄工業株式会社と共同で、協栄ジェネックス株式会社を設立。

平成19年11月 本社を東京都港区新橋五丁目35番10号に移転。

平成20年１月 当社エクステリア事業を協栄ジェネックス株式会社へ事業譲渡。

平成20年９月 特定建設業（建築工事・内装工事）の東京都知事免許を取得。

平成22年１月 特定建設業（とび土木工事・石工事・屋根工事・電気工事・タイルれんがブロック工事・鋼構造物

工事・ガラス工事・塗装工事・防水工事・建具工事）の東京都知事免許を取得。

平成22年２月 一級建築士事務所登録。

平成22年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）に株

式を上場
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３ 【事業の内容】

当社は、オフィスビルや住宅のリニューアル工事ならびに駐車場運営管理事業を主たる業務とし、ほかに

損害保険・生命保険の代理店業を行っております。

なお、当社及び親会社(株式会社森トラスト・ホールディングス、森トラスト株式会社)の事業に係わる位

置付けは、次のとおりであります。
　
ビル、住宅等の内装工事、

リニューアル工事

森トラスト株式会社が所有しておりますビルや住宅等の内装工事、リニューアル工事

を請負っております。

建築及び設計施工監理
森トラスト株式会社が所有しております不動産の外構工事等の請負い及び設計施工

監理をしております。

駐車場、不動産の運営管理等

森トラスト株式会社が所有しております駐車場及び不動産の運営管理を受託してお

ります。

また、森トラスト株式会社より駐車場を賃借しております。

上記の関係を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業
内容

議決権の
被所有
割合(％)

関係内容

(親会社)

㈱森トラスト・ホールディン

グス

東京都港区 51,000
グループ会
社の株式保
有

(被所有)
間接
53.47

──────

(親会社)

森トラスト㈱
東京都港区 10,000,000

都市開発、
ホテルの経
営および投
資事業

(被所有)
直接
53.47

・ビル・住宅のリニューアル工
事、建築及び設計施工監理、駐
車場・不動産の運営管理等

・役員の兼任等は無。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成22年３月31日現在

従業員数(人) 平均年令 平均勤続年数 平均年間給与(円)

21(５) 47.4歳 ６年11ヵ月 4,646,210

(注) １．従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む)であり、臨時雇用者数

は、年間の平均人員を(　)外数で記載しております。なお、人材会社からの派遣社員は含んでおりません。

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

　

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度におけるわが国経済は、金融危機を端緒とする景気低迷の中で、輸出や生産に回復の兆しが

見え始めるものの、厳しい雇用情勢や低迷する個人消費等景気動向は先行き不透明なまま推移いたしま

した。

　このような状況下、当社は、「駐車場運営管理事業」、「リニューアル事業」、「エンタープライズ事

業」の３本を柱とする安定的な収益基盤の確立に努めてまいりました。駐車場運営管理事業におきまし

ては、収益の安定化を図るために月極駐車場契約の獲得強化を図り、リニューアル事業におきましては、

オフィスビルの入退去に伴う内装工事の受注活動に注力いたしました。また、エンタープライズ事業にお

きましては、保険代理業務の受注拡大に注力いたしました。

　以上の結果、当事業年度における業績は、売上高1,565,837千円（前年同期比43.5％増）、営業利益

292,224千円（前年同期比208.4％増）、経常利益308,351千円（前年同期比184.8％増）、当期純利益

182,721千円（前年同期比57.3％増）となりました。

各事業区分における業績の概況は次のとおりであります。

①駐車場運営管理事業

景気減速に伴い個人、法人ともに自動車利用を控える傾向が強まり、時間貸駐車場におきましては厳

しい事業環境にありますが、当社は収益の安定化を図るために月極駐車場契約の増加ならびに駐車場

管理業務の受注強化等の施策を実施いたしました。

　以上の結果、当事業における売上高は424,684千円（前年同期比8.8％増）となりました。

②リニューアル事業

景気減速に伴い企業の設備投資意欲が減退する事業環境の中、当社はオフィスビルの入退去に伴う

内装工事の受注獲得に努めてまいりました。

　以上の結果、当事業における売上高は980,357千円（前年同期比77.7％増）となりました。

③エンタープライズ事業

エンタープライズ事業の主な事業内容は、ビル管理業務、保険代理業務、自動販売機設置業務等であ

ります。いずれも業績は概ね順調に推移いたしました。

　以上の結果、当事業における売上高は160,796千円（前年同期比8.2％増）となりました。
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(2) キャッシュ・フロー

当事業年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前事業年度末と比較し58,162千

円減少(前事業年度末比11.1％減)し、当事業年度末には463,638千円となりました。　

　なお、当事業年度中における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動の結果得られた資金は、143,506千円（前事業年度は432,866千円の獲得）となりました。収入

の主な内訳は、税引前当期純利益311,850千円、仕入債務の増加額14,539千円であり、支出の主な内訳は、

売上債権の増加額69,787千円、預り金の減少額101,587千円であります。なお、預り金の減少額は、損害保

険代理業務における期末一時預り保険料等の精算によるものであり、前事業年度末におきまして取扱高

が増加したことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動の結果使用した資金は、201,609千円（前事業年度は782,076千円の使用）となりました。この

主な内訳は、関係会社に対する貸付の実行による支出200,000千円であります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動の結果使用した資金は59千円（前事業年度は200,061千円の使用）となりました。この主な内

訳は、自己株式の取得による支出59千円であります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

該当事項はありません。

　

(2) 受注状況

当事業年度の受注状況を事業別に示すと、次のとおりであります。

事　　業 受注高(千円） 前年同期比(％) 受注残高(千円） 前年同期比(％)

リニューアル事業 1,004,996 44.7 170,215 16.9

合　　計 1,004,996 44.7 170,215 16.9

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当事業年度の販売実績を事業別に示すと、次のとおりであります。

事　　　業 販売高(千円） 前年同期比(％)

駐車場運営管理事業 424,684 108.8

リニューアル事業 980,357 177.7

エンタープライズ事業 160,796 108.2

合　　　計 1,565,837 143.5

(注)１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前事業年度 当事業年度

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

森トラスト株式会社 185,280 17.0 796,060 50.8

森トラスト・ビルマネジメント株式会社 247,531 22.7 203,047 13.0
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３ 【対処すべき課題】

（1）前事業年度において、課題として記載した重要な事項の経過等について

前事業年度におきまして、駐車場運営管理事業、リニューアル事業、エンタープライズ事業の３事業を

柱とする安定的な収益基盤を早期に確立し、継続的に株主配当が出来るよう内部留保の充実を図り、企

業価値を高めることを課題としておりました。

　当該事項につきましては、各事業の売上高が何れも前事業年度を上回り、当期純利益が182百万円（前

年同期比57.3％増）となる等着実に成果を上げております。その結果、長年の経営課題でありました期

末配当（１株当たり４円）を実施することができました。

（2）最近日現在における事業上及び財務上の対処すべき課題について

継続的な株主配当ができるよう、安定的な収益基盤を確立することにより内部留保の充実を図り、企

業価値を高めて行くことを重要な課題として認識し取り組んでおります。

　

４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

(1) 特定の法人への依存について

当社は森トラスト株式会社の子会社でありますが、同社及び同社グループ各社より駐車場運営管理業

務、オフィスビルの内装工事業務、ビル管理業務、損害保険契約等を受注しており、当社の安定的な収益基

盤の確保に寄与しております。今後、同社のグループ各社に対する事業ならびに取引形態の見直しによっ

ては、当社の業績に影響をもたらす可能性があります。

(2) 特定地域への依存について

当社が運営・管理する駐車場は東京都内に集中しております。このため事業活動に大きな影響をおよ

ぼすような大規模な地震等の災害、その他不測の事態が東京近郊において発生し、当社が運営・管理する

駐車場等が損壊・閉鎖となった場合には、業績に影響を与える可能性があります。

(3) 小規模組織であることについて

当社は、取締役４名、監査役３名、従業員（臨時雇用者含む）26名であり、効率性を重視した運営組織と

なっております。今後急速な事業の拡大、新規事業への進出等があった場合、即応して適切かつ十分な組

織的対応ができず、事業の展開速度に影響を与える可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

当事業年度において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

６ 【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。

　

EDINET提出書類

エムティジェネックス株式会社(E02740)

有価証券報告書

 9/58



７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1) 当事業年度の経営成績の分析

①　売上高、売上原価、売上総利益

当事業年度における売上高は1,565,837千円(前事業年度比43.5％増)、売上原価は1,091,318千円(同

35.4％増)、売上総利益は474,519千円(同66.6％増)となりました。売上高、売上原価、売上総利益の主な

増加要因は、リニューアル事業における売上高（前事業年度比77.7％増）、売上原価（同54.7％増）、

売上総利益（同197.6％増）が増加したことによるものであります。

　また、駐車場運営管理事業、リニューアル事業、エンタープライズ事業に関する業績等につきましては

「１業績等の概要（1）業績」及び「２生産、受注及び販売の状況」に記載しております。

②　販売費及び一般管理費、営業利益

販売費及び一般管理費は182,295千円(前事業年度比4.1％減)、営業利益は292,224千円(同208.4％

増)となりました。営業利益の主な増加要因は、リニューアル事業における売上総利益の増加（前事業

年度比197.6％増）によるものであります。

③　営業外収益、営業外費用、経常利益

営業外収益は16,126千円(前事業年度比14.0％増)、営業外費用は0千円(同100.0％減)となり、この結

果、経常利益は、308,351千円(同184.8％増)となりました。営業外費用の主な減少要因は、借入金の返済

に伴う支払利息の減少（前事業年度比100.0％減）によるものであります。

④　特別利益、特別損失、税引前当期純利益

特別利益は4,951千円（前事業年度比86.2％減）、特別損失は1,452千円（同71.7％減）となり、この

結果、税引前当期純利益は、311,850千円（同124.3％増）となりました。特別利益の主な減少要因は、エ

クステリア事業の譲渡に伴う従業員数の減少による企業年金返戻金の減少（前事業年度比92.2％減）

によるものであります。また、特別損失の減少要因は投資有価証券評価損の減少によるものでありま

す。

⑤　法人税、住民税及び事業税、当期純利益

法人税、住民税及び事業税は134,786千円、法人税等調整額△5,656千円を計上した結果、当期純利益

は182,721千円(前事業年度比57.3％増)となりました。

　

(2) 財政状態の分析

①　資産、負債及び純資産の状況

当事業年度末における総資産は1,695,117千円となり、前事業年度末に比べ219,319千円増加いたし

ました。主な変動内訳は、現金及び預金58,162千円減少、完成工事未収入金66,078千円増加、関係会社短

期貸付金200,000千円増加であります。

　負債合計は413,498千円となり、前事業年度末に比べ34,402千円増加いたしました。主な変動内訳は、

工事未払金33,298千円増加、未払法人税等80,242千円増加、預り金101,587千円減少であります。

　純資産合計は1,281,619千円となり、前事業年度末に比べ184,917千円増加いたしました。主な増加要

因は当期純利益182,721千円であります。

以上の結果、自己資本比率は75.6％、１株当たり純資産額は118円85銭となりました。

　

②　キャッシュ・フローの分析

当事業年度におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、「１　業績等の概要　(2) キャッ

シュ・フロー」に記載しております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

特記すべき事項はありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

主要な設備は以下のとおりであります。

　

事業所名
(所在地)

設備の内容

　 帳簿価額 　

従業員数(人)
車両運搬具
(千円)

工具、器具及び備品
(千円)

合計
(千円)

本社(東京都港区) 統括業務施設 20 1,995 2,016 21(５)

(注) １．金額には消費税等を含めておりません。

２．臨時雇用者数は、年間の平均人員を(　)外数で記載しております。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成22年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年６月24　日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,796,00010,796,000
ジャスダック
証券取引所

単元株式数は1,000株であります。

計 10,796,00010,796,000― ―

（注）平成22年４月１日付、ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、同日付で大阪証券取引

所（ＪＡＳＤＡＱ市場）に上場しております。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 平成22年２月１日以降の開始事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありま

せん。

　

(4) 【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成13年４月１日(注) 2,976,00010,796,000148,8001,072,060 ― ―

(注)　森開発エンタープライズ株式会社との合併に伴い、合併新株式を2,976,000株発行いたしました。
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(6) 【所有者別状況】

平成22年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) ― 2 8 31 1 ― 765 807 ―

所有株式数
(単元)

― 17 63 7,054 2 ― 3,62210,75838,000

所有株式数
の割合(％)

― 0.16 0.59 65.57 0.02 ― 33.66 100 ―

(注)　自己株式12,388株は、「個人その他」に12単元、「単元未満株式の状況」に388株それぞれ含まれております。

　

(7) 【大株主の状況】

平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

森トラスト株式会社 東京都港区虎ノ門２丁目３番17号 5,746 53.22

戸田建設株式会社 東京都中央区京橋１丁目７番１号 530 4.91

北愛知リース株式会社 愛知県名古屋市北区若葉通１丁目38 349 3.23

栗　原　　　保 埼玉県越谷市 162 1.50

古　暮　　　宏 東京都世田谷区 141 1.31

荒　川　博　之 埼玉県上尾市 138 1.28

大佐古　幸　典 福岡県北九州市門司区 110 1.02

山　崎　道　治 神奈川県横浜市港南区 100 0.93

株式会社モスワールド 東京都中央区日本橋人形町１丁目19－９ 95 0.89

熊　谷　武　生 神奈川県三浦郡葉山町 95 0.88

計 ― 7,466 69.16

　

(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　　　12,000 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　10,746,000 10,746 ―

単元未満株式 普通株式　　　38,000 ― ―

発行済株式総数 10,796,000 ― ―

総株主の議決権 ― 10,746 ―

(注)　「完全議決権株式(自己株式等)」の欄は、すべて当社保有の自己株式であります。
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② 【自己株式等】

平成22年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

エムティジェネックス株式会社
東京都港区新橋
５丁目35番10号

12,000 ― 12,000 0.11

計 ― 12,000 ― 12,000 0.11

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

　　　 該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 600 59,300
　 　 　

当期間における取得自己株式 300 36,900

(注)　当期間における取得自己株式には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株) 処分価額の総額(円) 株式数(株) 処分価額の総額(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他
(　―　)

― ― ― ―

　 　 　 　 　

保有自己株式数 12,388 ― 12,688 ―

(注)　当期間における保有自己株式には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、業績に応じた株主への利益還元を行うことを経営の重要施策のひとつとして位置づけ、事業の拡

大による収益向上に努めると共に、内部留保の充実等を勘案しつつ、安定的かつ継続的な利益配分を行うこ

とを基本方針としております。

また、当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であり

ます。

当事業年度の期末配当金につきましては、当期純利益が182百万円（前事業年度比57.3％増）となったこ

と等を勘案し、長年の経営課題でありました期末配当（１株当たり4円）を実施することに致しました。

なお、当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」

旨を定款に定めております。

　

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

平成22年６月24日
43,134 4.00

定時株主総会決議

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高(円) 225 328 217 122 173

最低(円) 113 122 83 40 52

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。なお、平成22年４月１日付、ジャスダック証

券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、同日付で大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）に上場しております。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高(円) 148 129 111 120 116 124

最低(円) 105 93 96 107 100 104

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。なお、平成22年４月１日付、ジャスダック証

券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、同日付で大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）に上場しております。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

　 鈴木　　均 昭和25年６月９日生

昭和50年４月 森ビル株式会社入社

(注)３ ―

平成10年６月 森ビル開発株式会社(現・森トラスト株

式会社)管理部港ブロック長兼開発部住

宅担当課長

平成11年10月 同社管理部長

平成14年４月 ＭＴファシリティサービス株式会社

（現：森トラスト・ビルマネジメント

株式会社）取締役管理部長

平成18年８月 当社専務執行役員

ＭＴファシリティサービス株式会社

（現：森トラスト・ビルマネジメント

株式会社）取締役

平成19年６月 当社代表取締役社長就任(現任)

取締役
リニュー
アル
事業部長

伊齋田　　治 昭和27年１月５日生

昭和49年４月 森ビル株式会社入社

(注)３ ―

昭和61年８月 森ビル観光株式会社(合併により現・森

トラスト株式会社)入社業務部建設管理

課長

平成６年４月 森ビル管理株式会社管理技術センター

課長

平成10年６月 森ビル開発株式会社(現・森トラスト株

式会社)管理部技術担当副参事

平成14年６月 ＭＴファシリティサービス株式会社

（現：森トラスト・ビルマネジメント

株式会社）管理部技術担当上席副参事

平成17年６月 当社取締役就任

平成19年６月 当社取締役リニューアル事業部長就任

(現任)

取締役 管理部長 藤沢　久晃 昭和23年２月５日生

昭和45年４月 株式会社日本長期信用銀行入社

(注)３ ―

昭和59年２月 同社事務部副参事役

平成５年12月 同社人事部人材開発室長

平成12年４月 株式会社整理回収機構入社財務部次長

平成19年６月 当社取締役管理部長就任(現任)

取締役 　 福島　克彰 昭和25年６月16日生

昭和48年４月 戸田建設株式会社入社

(注)３ ―

昭和49年７月 同社関東支店建築営業部営業課

昭和63年４月 同社関東支店埼玉建築総合営業所浦和

営業所主任

平成９年４月 同社東京支店建築営業部部長

平成19年４月 同社東京支店執行役員支店長次長

平成20年３月 同社本社建築本部執行役員

平成20年６月 当社取締役就任(現任)

平成22年４月 戸田建設株式会社常務執行役員(現任)

常勤監査役 　 髙谷　信之 昭和22年12月９日生

昭和45年４月 株式会社三和銀行入社

(注)５ ―

平成４年８月 同行総合金融開発部上席調査役

平成７年12月 三和信託銀行株式会社取締役企画総務

部長

平成11年５月 同行代表取締役常務

平成13年４月 株式会社ビーエスピーソリュージョン

ズ取締役社長

平成16年４月 同社取締役会長

平成21年６月 ＭＴラボ株式会社取締役副会長

平成22年３月 フォレセーヌ株式会社顧問

平成22年６月 当社監査役就任(現任)

EDINET提出書類

エムティジェネックス株式会社(E02740)

有価証券報告書

17/58



　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役 　 山根　暢明 昭和14年２月23日生

昭和36年４月 安田信託銀行株式会社入行

(注)４ ―

昭和59年12月 森ビル観光株式会社(合併により現・森

トラスト株式会社)入社

平成３年６月 同社取締役就任

平成４年７月 同社常務取締役就任

平成７年６月 同社代表取締役専務就任

平成９年６月 同社代表取締役社長就任

平成14年８月 同社取締役副会長就任

平成17年６月 当社監査役就任(現任)

森トラスト株式会社監査役

平成18年10月 森観光トラスト株式会社監査役就任(現

任)

平成20年１月 株式会社パストラル監査役

監査役 　 福田　照幸 昭和21年５月22日生

昭和49年４月 弁護士登録

(注)４ ―昭和53年９月 福田法律事務所開設(現任)

平成６年11月 当社監査役就任(現任)

監査役 　 鈴木　靖人 昭和30年３月28日生

昭和53年４月 森ビル株式会社入社

(注)４ ―

昭和61年12月 株式会社日本インテリジェントビルシ

ステムズ企画部

平成12年12月 森トラスト株式会社管理部企画担当

平成14年11月 ＭＴファシリティサービス株式会社

(現：森トラスト・ビルマネジメント株

式会社）管理部企画担当課長

平成18年８月 同社企画部長兼業務管理部長(現任)

平成20年６月 当社補欠監査役

平成22年１月 当社監査役就任(現任)

計 ―

　 (注) １．取締役福島克彰氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役髙谷信之、山根暢明、福田照幸及び鈴木靖人氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．平成22年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４．平成21年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。なお、監査役鈴木靖人氏の任期は、平成22年１

月12日に退任した監査役倉本俊夫氏の任期を引き継いだものであります。

５．平成22年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　提出会社の企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は、コーポレート・ガバナンスの重要性を認識すると共に、激しく変化する経営環境に対応し、

会社の抱える課題に迅速かつ正確に対応する取り組みを行っております。

ａ．会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体

制の状況

1)　会社の機関の内容、内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況

当社は監査役制度を採用しております。毎月開催される取締役会において、法令で定められた事項

や経営上の重要事項について意思決定するとともに、その他重要事項や業務執行の状況について報

告を受けております。

　また、内部監査機能を担う社長直属の独立部門として、「監査室」を設け、現在１名で運営しており

ます。

当社の取締役会は、取締役４名で構成されており、毎月１回の定例取締役会のほか、必要に応じて

臨時取締役会を開催し、対応すべき経営課題や重要事項の決定について充分に議論、検討を行い意思

決定の迅速化を図っております。

また、業務執行の迅速化と経営チェック機能の充実を図るため、取締役会とは別に、常勤役員、各事

業部門部門長を構成員とする経営会議を月１回開催しております。

　

＜会社の機関の内容及び内部統制の模式図＞

　

2)　内部監査及び監査役監査

当社の監査室は、コンプライアンスやリスク管理等を含む内部管理体制の適正・有効性を検証し、

これらの結果については、経営会議、取締役会において随時報告を行うとともに、各業務執行部門に

対しては、助言、勧告、改善指導等を行っております。

　また、毎月１回開催の定例取締役会及び臨時取締役会には、常勤監査役のほか、非常勤監査役も同席

し、取締役会及び取締役の意思決定・業務執行に関し、公正・客観的な立場から監査・監督を実施

し、監視機能を果たしております。なお、監査役会は平成22年３月31日現在３名で構成されておりま

すが、そのうち社外監査役は３名であり、公正な監査が実施できる体制を整えております。

　さらに、監査室、監査役及び会計監査人は、随時情報交換を行い相互連携を図っており、それぞれの

監査結果は、内部統制部門に適時にフィードバックされ、随時内部統制システムの整備構築に反映さ

れております。
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3)　会計監査の状況

(業務を執行した公認会計士の氏名等)

野　中　信　男(公認会計士桜友共同事務所　構成員)

鈴　木　智　喜(公認会計士桜友共同事務所　構成員)　

(監査業務に係る補助者の構成)

公認会計士桜友共同事務所に所属する公認会計士２名及びその他１名

(審査体制)

意見表明に関する審査については、公認会計士桜友共同事務所に常置されている審査委員会にお

いて、当社の有価証券報告書等の監査証明業務に従事していない委員により実施されております。

4)　顧問弁護士の状況

顧問弁護士につきましては法律事務所と顧問契約を結んでおり、法律上の判断が必要な案件はも

ちろん、企業経営及び日常の業務に関して専門的立場から経営判断上の参考とするためのアドバイ

スを受けられる体制を採っております。

  なお、弁護士、会計監査人につきましては経営への関与はありません。

ｂ．社外取締役及び社外監査役との関係等

　平成22年３月31日現在、当社の監査役３名は全員社外監査役であり、取締役４名の職務執行の監査

は十分になされていることから、現在のところ社外取締役は選任しておりません。なお、社外監査役

と会社との間で人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

　また、社外監査役山根暢明氏は当社親会社である森トラスト株式会社の監査役であった経験を、社

外監査役福田照幸氏は弁護士としての専門的知識を、社外監査役鈴木靖人氏は不動産管理業務に関

する豊富な経験と業務知識を、それぞれ有しており、当社の監査体制強化に活かしていただけるもの

と判断し選任しております。実際、社外監査役３名は、取締役会及び監査役会において独立の立場か

ら客観的な意見を述べる事等を行っており、それぞれが有している知識・経験が取締役会の意思決

定の妥当性・適正性の確保に活かされております。

　

ｃ．会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

・内部統制システムの整備構築の推進

・取締役会(毎月１回)及び臨時取締役会の実施並びに定期的な監査役会の実施

・経営の透明性という観点から、迅速な情報開示を目指したＩＲ活動の強化

　

②　役員の報酬等

当事業年度における取締役４名に対する報酬総額は27,450千円、監査役２名（社外監査役を除く）

に対する報酬総額は6,829千円、社外役員２名に対する報酬総額は2,400千円であり、全て基本報酬とし

て支給しております。なお、取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりま

せん。

　また、平成２年11月28日開催の第40回定時株主総会において、取締役及び監査役の報酬限度額は、年額

90百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）及び年額20百万円以内と決議いただいており、そ

の範囲内において役員報酬を決定しております。具体的には、各取締役及び監査役の経歴・職歴に応じ

た部分と職務に応じた部分とを総合的に勘案し、固定報酬として支給しております。
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③　株式の保有状況

イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　　　銘柄数　　　　　　　　　　　　　４銘柄

　　　貸借対照表計上額の合計額　　20,384千円

ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式のうち、当事業年度における貸借対照表計上額が

資本金額の100分の１を超える銘柄

銘柄
株式数 貸借対照表計上額

保有目的
（株） （千円）

四国化成工業株式会社 18,986 9,891過去のエクステリア事業の取引関係の一環

株式会社稲葉製作所 8,500 7,990過去のエクステリア事業の取引関係の一環

ユアサ商事株式会社 7,000 623過去のエクステリア事業の取引関係の一環

　　（注）貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下でありますが、上位10銘柄について記載してお

ります。

ハ　保有目的が純投資目的である投資株式

　　該当事項はありません。

　

④　自己株式の取得を取締役会の決議によって行うことができることの定め

当社は、会社法第165条第２項の規定に基づき、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行

を可能とするため、取締役会の決議により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めており

ます。

　

⑤　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。

また、その決議は累積投票によらない旨も定款に定めております。

　

⑥　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議について、議決権を行使することができる株

主の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めて

おります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営

を行うことを目的とするものであります。

　

⑦　剰余金の配当

当社は、取締役会の決議によって毎年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主もし

くは登録株式質権者に対し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当(中間配当)を行うことができ

る旨を定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであり

ます。

　

⑧　取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

10,500 ― 11,500 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

当社は、財務報告の信頼性を高め、監査業務の品質を確保することを前提に、会社の業務内容等にお

ける特性、必要監査日数等を勘案して、適切な監査報酬を決定することを方針としております。
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第５ 【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。)及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に基づいて作成し

ております。

なお、前事業年度(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度(自平成21年４月１日　至平成22年３月31日)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度(自平成20年４月１日　至平成21

年３月31日)の財務諸表について、公認会計士　桜友共同事務所所属の公認会計士　吉田宏、同　野中信男、同　

井口勝の各氏により監査を受け、当事業年度(自平成21年４月１日　至平成22年３月31日)の財務諸表につい

て、公認会計士　桜友共同事務所所属の公認会計士　野中信男、同　鈴木智喜の各氏により監査を受けており

ます。

　なお、最近２事業年度等における監査公認会計士等の異動は、次のとおりであります。

　第58期事業年度　公認会計士桜友共同事務所　公認会計士　吉田宏、肥沼栄三郎、野中信男

　第59期事業年度　公認会計士桜友共同事務所　公認会計士　吉田宏、野中信男、井口勝

　

　なお、第60期事業年度中に監査公認会計士等が異動しております。臨時報告書に記載した事項は次のとお

りであります。

(1)異動に係る監査公認会計士等の氏名

①異動（選任）する監査公認会計士等

　公認会計士桜友共同事務所　公認会計士　鈴木智喜

②異動（退任）する監査公認会計士等

　公認会計士桜友共同事務所　公認会計士　井口　勝

(2)異動の年月日

平成22年２月26日

(3)異動（退任）する監査公認会計士等が直近において監査公認会計士等となった年月日

平成21年６月24日

(4)異動（退任）する監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

該当事項はありません。

(5)異動の決定又は異動に至った理由および経緯

公認会計士桜友共同事務所所属の公認会計士井口勝氏が逝去されたことに伴い、適切な監査を継続する

ため、公認会計士桜友共同事務所所属の公認会計士鈴木智喜氏を一時会計監査人として選任するもので

あります。

(6)上記(5)の理由および経緯に対する監査報告書等の記載事項に係る異動（退任）する監査公認会計士等

の意見

該当事項はありません。

　

３．連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

　

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
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会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入して

おります。
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１【財務諸表等】
　(1)【財務諸表】
　　①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 521,800 463,638

売掛金 ※1
 15,856

※1
 19,565

完成工事未収入金 ※1
 41,625

※1
 107,703

未成工事支出金 693 252

前払費用 ※1
 1,406

※1
 1,711

関係会社短期貸付金 ※1
 800,000

※1
 1,000,000

繰延税金資産 7,899 13,706

その他 3,579 4,046

貸倒引当金 △454 △424

流動資産合計 1,392,408 1,610,200

固定資産

有形固定資産

建物 4,241 4,241

減価償却累計額 △3,336 △3,464

建物（純額） 905 776

車両運搬具 1,044 1,044

減価償却累計額 △1,013 △1,023

車両運搬具（純額） 31 20

工具、器具及び備品 6,805 7,474

減価償却累計額 △3,795 △5,287

工具、器具及び備品（純額） 3,010 2,187

土地 22,048 22,048

有形固定資産合計 25,995 25,033

無形固定資産

ソフトウエア 238 1,122

無形固定資産合計 238 1,122

投資その他の資産

投資有価証券 18,033 20,384

敷金及び保証金 ※1
 23,802

※1
 23,802

破産更生債権等 16,112 14,030

長期前払費用 － 952

繰延税金資産 15,320 13,622

貸倒引当金 △16,112 △14,030

投資その他の資産合計 57,156 58,761

固定資産合計 83,389 84,917

資産合計 1,475,797 1,695,117
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 ※1
 50,005

※1
 31,246

工事未払金 ※1
 31,696

※1
 64,995

未払金 ※1
 3,467

※1
 6,528

未払費用 7,767 7,220

未払法人税等 34,725 114,968

未払消費税等 5,296 14,172

前受金 － 33,038

預り金 ※1
 191,060

※1
 89,473

賞与引当金 9,660 9,208

その他 6,350 160

流動負債合計 340,030 371,012

固定負債

長期預り敷金 22,474 25,807

退職給付引当金 16,591 16,678

固定負債合計 39,066 42,486

負債合計 379,096 413,498

純資産の部

株主資本

資本金 1,072,060 1,072,060

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 26,350 209,071

利益剰余金合計 26,350 209,071

自己株式 △1,535 △1,595

株主資本合計 1,096,874 1,279,536

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △172 2,082

評価・換算差額等合計 △172 2,082

純資産合計 1,096,701 1,281,619

負債純資産合計 1,475,797 1,695,117
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高

賃貸事業売上高 390,512 424,684

完成工事高 551,716 980,357

その他の事業売上高 148,635 160,796

売上高合計 ※1
 1,090,864

※1
 1,565,837

売上原価

賃貸事業売上原価 279,972 306,924

完成工事原価 462,907 716,066

その他の事業売上原価 63,195 68,326

売上原価合計 ※1
 806,075

※1
 1,091,318

売上総利益 284,788 474,519

販売費及び一般管理費 ※2
 190,029

※2
 182,295

営業利益 94,759 292,224

営業外収益

受取利息 ※1
 11,302

※1
 15,732

受取配当金 401 346

仕入割引 13 －

雑収入 2,432 47

営業外収益合計 14,149 16,126

営業外費用

支払利息 299 －

雑損失 323 0

営業外費用合計 623 0

経常利益 108,286 308,351

特別利益

賞与引当金戻入額 487 596

退職給付引当金戻入額 2,760 －

貸倒引当金戻入額 3,962 2,111

企業年金返戻金 28,654 2,243

特別利益合計 35,864 4,951

特別損失

投資有価証券評価損 5,135 1,452

特別損失合計 5,135 1,452

税引前当期純利益 139,015 311,850

法人税、住民税及び事業税 45,987 134,786

法人税等調整額 △23,102 △5,656

法人税等合計 22,885 129,129

当期純利益 116,130 182,721
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【完成工事原価報告書】

　 　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

Ⅰ　材料費 　 ― ― ― ―

Ⅱ　外注加工費 　 412,527 89.1 658,117 91.9

Ⅲ　経費 　 50,379 10.9 57,949 8.1

　　(うち人件費) 　 (49,592)（10.7) (56,841)（7.9)

　　当期完成工事原価 　 462,907 100.0 716,066 100.0

(注)　原価計算の方法は、実際原価に基づく個別原価計算であります。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,072,060 1,072,060

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,072,060 1,072,060

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △89,780 26,350

当期変動額

当期純利益 116,130 182,721

当期変動額合計 116,130 182,721

当期末残高 26,350 209,071

利益剰余金合計

前期末残高 △89,780 26,350

当期変動額

当期純利益 116,130 182,721

当期変動額合計 116,130 182,721

当期末残高 26,350 209,071

自己株式

前期末残高 △1,474 △1,535

当期変動額

自己株式の取得 △61 △59

当期変動額合計 △61 △59

当期末残高 △1,535 △1,595

株主資本合計

前期末残高 980,805 1,096,874

当期変動額

当期純利益 116,130 182,721

自己株式の取得 △61 △59

当期変動額合計 116,068 182,662

当期末残高 1,096,874 1,279,536
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △847 △172

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

675 2,255

当期変動額合計 675 2,255

当期末残高 △172 2,082

評価・換算差額等合計

前期末残高 △847 △172

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

675 2,255

当期変動額合計 675 2,255

当期末残高 △172 2,082

純資産合計

前期末残高 979,957 1,096,701

当期変動額

当期純利益 116,130 182,721

自己株式の取得 △61 △59

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 675 2,255

当期変動額合計 116,743 184,917

当期末残高 1,096,701 1,281,619
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④【キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 139,015 311,850

減価償却費 2,743 1,631

無形固定資産償却費 436 55

賞与引当金の増減額（△は減少） △2,964 △452

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3,094 87

貸倒引当金の増減額（△は減少） △18,803 △2,111

受取利息及び受取配当金 △11,704 △16,078

支払利息 299 －

投資有価証券評価損益（△は益） 5,135 1,452

売上債権の増減額（△は増加） 274,413 △69,787

たな卸資産の増減額（△は増加） △513 441

その他の流動資産の増減額（△は増加） 4,741 △770

仕入債務の増減額（△は減少） △41,637 14,539

預り金の増減額（△は減少） 167,933 △101,587

未払費用の増減額（△は減少） 660 △547

その他の流動負債の増減額（△は減少） △8,560 38,786

その他 31,073 4,462

小計 539,174 181,970

利息及び配当金の受取額 11,704 16,078

利息の支払額 △299 －

法人税等の支払額 △117,711 △54,543

営業活動によるキャッシュ・フロー 432,866 143,506

投資活動によるキャッシュ・フロー

関係会社株式の売却による収入 10,000 －

有形固定資産の取得による支出 － △1,609

敷金及び保証金の差入による支出 △267 △2,340

敷金及び保証金の回収による収入 8,478 2,340

関係会社貸付けによる支出 △800,000 △200,000

その他 △287 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △782,076 △201,609

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △200,000 －

その他 △61 △59

財務活動によるキャッシュ・フロー △200,061 △59

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △549,271 △58,162

現金及び現金同等物の期首残高 1,071,071 521,800

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 521,800

※1
 463,638
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１．有価証券の評価基準及

び評価方法

(1) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は総平均

法により算定)を採用しておりま

す。

(1) その他有価証券

時価のあるもの

同左

　 時価のないもの

総平均法による原価法を採用して

おります。

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準

及び評価方法

未成工事支出金

個別法による原価法(貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）によっております。

未成工事支出金

個別法による原価法(貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）によっております。

　 (会計方針の変更)

　当事業年度より「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準第９

号平成18年７月５日公表分）を適用し

ております。

　なお、この変更による損益に与える影

響はありません。

　

３．固定資産の減価償却の

方法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。ただし、平

成10年４月１日以降取得した建物

(建物付属設備を除く)については定

額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物 ７～31年

工具器具備品 ５～10年

(1) 有形固定資産

同左

 

　 (2) 無形固定資産

(ソフトウェア)

社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっております。

(2) 無形固定資産

(ソフトウェア)

同左
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項目
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

４．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、

支給見込額に基づき計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

同左

　 (3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務の見込額

(簡便法)に基づき、当期末に発生し

ていると認められる額を計上してお

ります。

(3) 退職給付引当金

同左

５．収益及び費用の計上基

準

―――――――――― ○完成工事高の計上基準

　当事業年度に着手した工事契約から、

進捗部分について成果の確実性が認め

られる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例

法）を、その他の工事については工事完

成基準を適用しております。

（会計方針の変更）

　請負工事に係る収益の計上基準につい

て、従来、工事完成基準を適用しており

ましたが、当事業年度より「工事契約に

関する会計基準」（企業会計基準第15

号　平成19年12月27日）及び「工事契約

に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第18号　平成19年12月

27日）を適用し、当事業年度に着手した

工事契約から、進捗部分について成果の

確実性が認められる工事については工

事進行基準（工事の進捗率の見積りは

原価比例法）を、その他の工事について

は工事完成基準を適用しております。

　なお、この変更により損益に与える影

響はありません。

６．キャッシュ・フロー計

算書における資金の範

囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３カ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

同左

７．その他財務諸表作成の

ための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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【会計処理方法の変更】

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（リース取引に関する会計基準等）　

　当事業年度より「リース取引に関する会計基準」（企業

会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第

一部会）、平成19年３月30日改正）及び「リース取引に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16

号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委

員会）、平成19年３月30日改正））を適用しております。

　なお、この変更による損益に与える影響はありません。

――――――――――

　

　

【表示方法の変更】

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（損益計算書）

　当事業年度におきまして、明瞭かつ実態に即した科目表

示を行うことを目的に、前事業年度まで「商品売上高」に

含まれておりました駐車運営管理事業及びエンタープラ

イズ事業における売上高をそれぞれ「賃貸事業売上高」、

「その他の事業売上高」に区分掲記しております。

　また、同様に「商品売上原価」に含まれておりました当

該事業の売上原価をそれぞれ「賃貸事業売上原価」、「そ

の他の事業売上原価」に区分掲記しております。

　なお、前事業年度における当該科目の金額は以下のとお

りであります。

  賃貸事業売上高 592,165千円

　その他の事業売上高 150,430　

  賃貸事業原価 394,158　

  その他の事業売上原価 69,154　

――――――――――
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

※１　関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には次のものがあ

ります。

売掛金

完成工事未収入金

1,036千円

15,247

短期貸付金 800,000

前払費用

敷金及び保証金

1,406

13,797

買掛金

工事未払金

未払金

未払費用

預り金

39,665

3,100

1,190

1,011

4,281

※１　関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には次のものがあ

ります。

売掛金

完成工事未収入金

283千円

77,129

短期貸付金 1,000,000

前払費用

敷金及び保証金

1,711

13,797

買掛金

工事未払金

未払金

未払費用

預り金

17,790

4,877

1,715

1,337

4,150

　

(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

関係会社への売上高

関係会社からの仕入高

関係会社からの受取利息

185,280千円

203,959

10,601
 

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

関係会社への売上高

関係会社からの仕入高

関係会社からの受取利息

796,060千円

268,682

15,614
 

※２　販売費及び一般管理費

　　　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

１．給料・手当 53,008千円

２．役員報酬 38,330

３．賞与引当金繰入額 5,781

４．退職給付引当金繰入額

５．法定福利費

2,833

13,247

６．地代家賃

７．支払手数料

８．貸倒引当金繰入額

９．減価償却費

12,171

24,925

―

3,179

　 　

販売費に属する費用の割合 36.7％

一般管理費に属する費用の割合 63.3
 

※２　販売費及び一般管理費

　　　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

１．給料・手当 53,445千円

２．役員報酬 36,679

３．賞与引当金繰入額 4,343

４．退職給付引当金繰入額

５．法定福利費

2,965

 8,847

６．地代家賃

７．支払手数料

８．減価償却費

 

11,911

24,401

1,686

 

　 　

販売費に属する費用の割合 36.1％

一般管理費に属する費用の割合 63.9
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式数

(株)
当事業年度増加株式数

(株)
当事業年度減少株式数

(株)
当事業年度末株式数

(株)

発行済株式 　 　 　 　

　普通株式 10,796,000 ― ― 10,796,000

合計 10,796,000 ― ― 10,796,000

自己株式 　 　 　 　

　普通株式(注) 10,856 932 ― 11,788

合計 10,856 932 ― 11,788

(注)　普通株式の自己株式の株式数の増加932株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

当事業年度(自平成21年４月１日　至平成22年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式数

(株)
当事業年度増加株式数

(株)
当事業年度減少株式数

(株)
当事業年度末株式数

(株)

発行済株式 　 　 　 　

　普通株式 10,796,000 ― ― 10,796,000

合計 10,796,000 ― ― 10,796,000

自己株式 　 　 　 　

　普通株式(注) 11,788 600 ― 12,388

合計 11,788 600 ― 12,388

(注)　普通株式の自己株式の株式数の増加600株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

２．配当に関する事項

　　（1）配当金支払額

該当事項はありません。

　　（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

 平成22年６月24日
 定時株主総会

普通株式 利益剰余金 43,134 4.00平成22年３月31日 平成22年６月25日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

(平成21年３月31日現在)

現金及び預金勘定 521,800千円

現金及び現金同等物 521,800　
 

１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

(平成22年３月31日現在)

現金及び預金勘定 463,638千円

現金及び現金同等物 463,638　
 

　

　

(リース取引関係)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　会社の事業内容に照らして、重要性が乏しく、契約１件当

たりの金額が少額なリース取引のため、財務諸表等規則第

８条の６の規程の準用により、記載を省略しております。

　同左
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(金融商品関係)

　当事業年度(自平成21年４月１日　至平成22年３月31日)

(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

　当社は、事業計画に照らして、必要な資金を調達することとしており、その調達方法は資金所要の長短

等を踏まえ、決定することとしております。なお、当事業年度末日時点で外部資金調達による借入金等は

ありません。また、余剰資金については、安定性を重視した運用に限定しております。

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、

取引先毎の期日管理及び残高管理を行う等の方法により管理しております。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、上場

株式については四半期毎に時価の把握を行うこと等により管理しております。

　営業債務である未払法人税等、預り金は、１年以内の支払期日であります。また、営業債務は流動性リス

クに晒されております。当該リスクに関しては、各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金繰計画

を作成・更新すること等により管理しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりま

せん（（注2）を参照下さい）。

　 　 　 （単位：千円）

　 貸借対照表計上額(*) 時価(*) 差額

（1）現金及び預金 463,638 463,638 －

（2）完成工事未収入金 107,703 107,703 －

（3）関係会社短期貸付金 1,000,000 1,000,000 －

（4）投資有価証券 　 　 　

　　　その他有価証券 18,504 18,504 －

（5）未払法人税等 (114,968) (114,968) －

（6）預り金 (89,473) (89,473) －

　
(*)負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
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（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金、(2)完成工事未収入金、並びに(3)関係会社短期貸付金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(4) 投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的毎の有価証券に関す

る事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

　

(5) 未払法人税等、並びに(6)預り金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

　

（注2）非上場株式（貸借対照表計上額1,879千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見

積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(4)投資有価証券　

その他有価証券」には含めておりません。

　

（注3）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

　 （単位：千円）

　 1年以内

 現金及び預金 463,638

 完成工事未収入金 107,703

 関係会社短期貸付金 1,000,000

 投資有価証券 　

 　その他有価証券のうち満期があるもの －

合　　計 1,571,341

　

（追加情報）

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品

の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しておりま

す。
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(有価証券関係)

前事業年度(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)

1.　その他有価証券で時価のあるもの

区分

前事業年度
(平成21年３月31日)

取得原価 貸借対照表計上額 差額

(千円) (千円) (千円)

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えるもの

　①株式 － － －

　②債券 　 　 　

　　国債・地方債等 － － －

　③その他 － － －

小計 － － －

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えないもの

　①株式 15,288 14,997 △291

　②債券 　 　 　

　　国債・地方債等 － － －

　③その他 － － －

小計 15,288 14,997 △291

合計 15,288 14,997 △291

(注)　前事業年度において、その他有価証券で時価のある株式について5,135千円減損処理を行っております。

なお、下落率が30～50％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に、回復する見込みがあることを合理的な根拠を

もって予測することができない場合に減損処理を行っております。

　

２.　当事業年度中に売却したその他有価証券

　前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

３.　時価評価されていない有価証券

区分

前事業年度
(平成21年３月31日)

貸借対照表計上額(千円)

①子会社株式及び関連会社株式 　

　関連会社株式 －

 ②その他有価証券 　

　 非上場株式 3,035

　

４.　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の貸借対照表日後における償還予定額

　該当事項はありません。
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当事業年度(自平成21年４月１日　至平成22年３月31日)

1.　その他有価証券で時価のあるもの

区分

当事業年度
(平成22年３月31日)

貸借対照表計上額 取得原価 差額

(千円) (千円) (千円)

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えるもの

　①株式 9,891 6,226 3,665

　②債券 　 　 　

　　国債・地方債等 － － －

　③その他 － － －

小計 9,891 6,226 3,665

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えないもの

　①株式 8,613 8,766 △153

　②債券 　 　 　

　　国債・地方債等 － － －

　③その他 － － －

小計 8,613 8,766 △153

合計 18,504 14,992 3,512

(注)　当事業年度において、その他有価証券で時価のある株式について296千円減損処理を行っております。

なお、下落率が30～50％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に、回復する見込みがあることを合理的な根拠を

もって予測することができない場合に減損処理を行っております。

　

２.　当事業年度中に売却したその他有価証券

　当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　該当事項はありません。
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(デリバティブ取引関係)

前事業年度(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)及び当事業年度(自平成21年４月１日　至平成

22年３月31日)

当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。

(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度と適格退職年金制度を設けております。

　

２．退職給付債務及びその内訳

　
前事業年度

(平成21年３月31日)
当事業年度

(平成22年３月31日)

(1) 退職給付債務(千円) 　 △41,004　 　 △40,299　

(2) 年金資産(千円) 　 24,412　 　 23,620　

(3) 未積立退職給付債務(千円)(1)＋(2)　 △16,591　 　 △16,678　

(4) 貸借対照表計上額純額(千円) 　 △16,591　 　 △16,678　

(5) 前払年金費用(千円) 　 ―　 　 ―　

(6) 退職給付引当金(千円)(4)－(5)　 △16,591　 　 △16,678　

　

(注)　退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。

　

３．退職給付費用の内訳

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

退職給付費用 　 　

　勤務費用(千円) 2,833 2,965

(注)　退職給付費用の算定にあたり簡便法を採用しております。

　

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　
前事業年度

(平成21年３月31日)
当事業年度

(平成22年３月31日)

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　 　

　賞与引当金 3,931千円

　貸倒引当金 6,122　

　退職給付引当金 6,752　

　未払事業税 3,084　

　未払費用 883　

　電話加入権評価損 236　

　投資有価証券評価損

　その他有価証券評価差額金

2,090

118
　

繰延税金資産合計 23,220　
 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　 　

　賞与引当金 3,747千円

　貸倒引当金 5,393　

　退職給付引当金 6,788　

　未払事業税 8,965　

　未払費用 994　

　電話加入権評価損 189　

　投資有価証券評価損

　その他有価証券評価差額金

2,681

　―
　

繰延税金資産合計 28,759　
　

繰延税金負債 　 　

　その他有価証券評価差額金 1,429　

繰延税金負債合計 1,429　
　

繰延税金資産（負債）の純額 27,329　
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整) 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2％

住民税均等割等 0.7　

評価性引当金当期減少額 △23.9　

その他 △1.2　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 16.5　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整) 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1％

住民税均等割等 0.3　

留保金課税 0.4　

その他 △0.1　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.4　

 

３．法定実効税率の変更

当事業年度から、繰り延べ税金資産の計算に使用した

法定実効税率を前事業年度の40.5％から40.7％に変

更しております。

この変更による影響額は軽微であります。

　

　

　

(持分法損益等)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、財務諸表等規則第８条の30に基づき、注記を省略しており

ます。
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【関連当事者情報】

前事業年度(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)

（追加情報）

　　当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）

を適用しております。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

１．関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会

社
森トラスト㈱

東京都

港区
10,000,000

都市開発、

ホテルの

経営およ

び投資事

業

(被所有)

直接

53.46

ビル・住宅

のリニュー

アル工事、

建築及び設

計 施 工 監

理、駐車場

・不動産の

運営管理等

 

工事の請負 146,906
完成工事未

収入金
15,247

管理の受託 38,374売掛金 1,036

駐車場等

賃借料
189,301前払費用 1,406

　 　
敷金及び保

証金
13,797

　 　 買掛金 39,665

　 　 預り金 4,281

資金の貸付 800,000
関係会社短

期貸付金
800,000

受取利息 10,601－ －

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており
ます。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等
資金の貸付利率については、市場金利を勘案し、双方協議の上決定しております。なお、担保は受け
入れておりません。
その他の取引については、市場価格等を勘案して一般の取引と同様の取引条件によっております。

　

(2) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

同一の
親会社
を持つ
会社

森トラスト・
ビルマネジメ
ント㈱

東京都
港区

100,000

ビルマネジ
メントに関
する業務全
般（企画、
管理、内装、
リニューア
ル）

－

ビル・住宅
のリニュー
アル工事、
建築及び設
計 施 工 監
理、駐車場
の運営管理
等

工事の請負 227,753
完成工事未

収入金
14,316

駐車場の運

営・管理
19,777売掛金 6,837

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており
ます。

　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等
市場価格等を勘案して一般の取引と同様の取引条件によっております。

　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　親会社情報

（直接）森トラスト株式会社（非上場）

（間接）株式会社森トラスト・ホールディングス（非上場）
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当事業年度(自平成21年４月１日　至平成22年３月31日)

１．関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会

社
森トラスト㈱

東京都

港区
10,000,000

都市開発、

ホテルの

経営およ

び投資事

業

(被所有)

直接

53.47

ビル・住宅

のリニュー

アル工事、

建築及び設

計 施 工 監

理、駐車場

・不動産の

運営管理等

 

工事の請負 759,739
完成工事未

収入金
77,129

管理の受託 36,320売掛金 283

駐車場等

賃借料
201,137前払費用 1,711

　 　
敷金及び保

証金
13,797

　 　 買掛金 17,790

　 　 預り金 4,150

資金の貸付 200,000
関係会社短

期貸付金
1,000,000

受取利息 15,614－ －

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており

ます。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の貸付利率については、市場金利を勘案し、双方協議の上決定しております。なお、担保は受け

入れておりません。

その他の取引については、市場価格等を勘案して一般の取引と同様の取引条件によっております。

　

(2) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

同一の
親会社
を持つ
会社

森トラスト・
ビルマネジメ
ント㈱

東京都
港区

100,000

ビルマネジ
メントに関
する業務全
般（企画、
管理、内装、
リニューア
ル）

－

ビル・住宅
のリニュー
アル工事、
建築及び設
計 施 工 監
理、駐車場
の運営管理
等

工事の請負 143,734
完成工事未

収入金
16,865

駐車場の運

営・管理
59,313売掛金 7,885

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており

ます。

　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格等を勘案して一般の取引と同様の取引条件によっております。

　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　親会社情報

（直接）森トラスト株式会社（非上場）

（間接）株式会社森トラスト・ホールディングス（非上場）
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 101円70銭
　

１株当たり純資産額 118円85銭
　

１株当たり当期純利益 10円77銭
　

１株当たり当期純利益 16円94銭
　

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきまして

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきまして

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(注)　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当期純利益(千円) 116,130 182,721

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 116,130 182,721

期中平均株式数(千株) 10,784 10,783

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(千円)

投資有価証券 その他有価証券

株式会社稲葉製作所 8,500 7,990

四国化成工業株式会社 18,986 9,891

東洋アレックス株式会社 10,000 1,879

ユアサ商事株式会社 7,000 623

計 44,486 20,384

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 4,241 ― ― 4,241 3,464 128 776

　車両運搬具 1,044 ― ― 1,044 1,023 10 20

　工具、器具及び備品 6,805 669 ― 7,474 5,287 1,492 2,187

　土地 22,048 ― ― 22,048 ― ― 22,048

有形固定資産計 34,139 669 ― 34,8089,775 1,63125,033

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウェア ― ― ― 1,535 412 55 1,122

無形固定資産計 ― ― ― 1,535 412 55 1,122

長期前払費用 ― 952 ― 952 ― ― 952

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

（注）無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記

載を省略しております。
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【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 16,566 424 ― 2,536 14,454

賞与引当金 9,660 9,208 9,660 ― 9,208

(注)　貸倒引当金の当期減少額「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額454千円及び破産更生債権等の個別設

定分の回収による取崩額2,082千円であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

1)　現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 3,888

銀行預金 　

　当座預金 18,055

　普通預金 441,442

　別段預金 250

小計 459,749

合計 463,638

　

2)　売掛金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額(千円)

森トラスト・ビルマネジメント株式会社 7,885

東麻布アネックス管理組合 2,743

千代田ビル管財株式会社 2,298

東急ファシリティサービス株式会社 704

アクアマリーン調剤薬局 649

その他 5,283

合計 19,565

　

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

前期繰越高(千円)
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

次期繰越高(千円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

15,856 181,833 178,124 19,565 90.1 35

(注)　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。
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3)　完成工事未収入金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額(千円)

森トラスト株式会社 77,129

森トラスト・ビルマネジメント株式会社 16,865

和興エンジニアリング株式会社 6,598

日本風力発電株式会社 1,312

積水化学工業株式会社 782

その他 5,015

合計 107,703

　

(ロ)滞留状況

計上期別 金額(千円)

平成22年３月期計上額 107,519

平成21年３月期以前計上額 184

合計 107,703

　

4)　未成工事支出金

品目 金額(千円)

工事原価経費（労務費） 252

合計 252

　

5)　関係会社短期貸付金

品目 金額(千円)

森トラスト株式会社 1,000,000

合計 1,000,000
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②　負債の部

1)　買掛金

相手先 金額(千円)

森トラスト株式会社 17,790

ユニティーガードシステム株式会社 3,542

高千穂商事株式会社 3,372

東京エムケイ株式会社 1,900

シティパークアンドサービス株式会社 1,391

その他 3,249

合計 31,246

　

2)　工事未払金

相手先 金額(千円)

株式会社フォーエス 8,002

毎光産業株式会社 6,058

森トラスト株式会社 4,877

東リ株式会社 3,491

株式会社スミノエ 2,971

その他 39,595

合計 64,995

　

3)　未払法人税等

相手先 金額(千円)

未払法人税 76,603

未払住民税 16,338

未払事業税 22,027

合計 114,968

　

4)　預り金

相手先 金額(千円)

預り保険料 82,883

その他 6,589

合計 89,473

　

(3) 【その他】

当事業年度における各四半期会計期間に係る売上高等

　

　
第１四半期

(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

第２四半期
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

第３四半期
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

第４四半期
(自 平成22年１月１日
至 平成22年３月31日)

売上高 (千円) 453,013 414,933 421,123 276,768

税引前
四半期純利益金額

(千円) 98,459 103,935 75,954 33,501

四半期純利益金額 (千円) 58,011 61,570 41,074 22,065

１株当たり
四半期純利益金額

( 円 ) 5.38 5.71 3.81 2.05
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目２番１号　　みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

　　株主名簿管理人
　 （特別口座管理機関）

東京都中央区八重洲一丁目２番１号　　みずほ信託銀行株式会社
 

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として、１単元当たりの金額を算定し、これを買
取った単元未満株式の数で按分した金額とする。

公告掲載方法
電子公告により行う。ただし事故その他のやむを得ない事由により電子公告をすることが

できないときは、日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 なし

(注)　定款第11条により単元未満株主については、次の権利以外の権利を行使することができない。

１．会社法第189条第２項各号に掲げる権利

２．剰余金の配当を受ける権利

３．株主の有する株式数に応じて募集株式及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社の金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等は、森トラスト株式会社及び株式会社森ト

ラスト・ホールディングスであります。

　

２ 【その他の参考情報】

(1) 有価証券報告書及びその添付書類、有価証券報告書の確認書

事業年度(第59期)(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)平成21年６月24日関東財務局長に提出。

　

(2) 内部統制報告書

事業年度(第59期)(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)平成21年６月24日関東財務局長に提出。

　

(3) 四半期報告書及び四半期報告書の確認書

第60期第１四半期（自 平成21年４月１日　至 平成21年６月30日）平成21年８月13日関東財務局長に提出。

第60期第２四半期（自 平成21年７月１日　至 平成21年９月30日）平成21年11月12日関東財務局長に提出。

第60期第３四半期（自 平成21年10月１日　至 平成21年12月31日）平成22年２月12日関東財務局長に提出。

　

(4) 臨時報告書

平成22年３月５日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の３（監査公認会計士等の異動）の規程に基づく臨時報

告書

平成22年６月９日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の４（監査公認会計士等の異動）の規程に基づく臨時報

告書

　

(5) 有価証券報告書の訂正報告書

平成22年６月９日関東財務局長に提出。

　事業年度　第59期（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

作成日　平成21年６月24日

エムティジェネックス株式会社

取締役会　御中

　

公認会計士　桜友共同事務所

　

　 　 公認会計士　　吉　　田　　　　　宏　　㊞

　

　 　 公認会計士　　野　　中　　信　　男　　㊞

　

　 　 公認会計士　　井　　口　　　　　勝　　㊞
　

　

＜財務諸表監査＞

私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られているエムティジェネックス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第59期事業年度

の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属

明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、私たちに財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エ

ムティジェネックス株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

私たちは、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、エムティジェネックス

株式会社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備

及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、私たちの責任は、独立の立場から内部統制

報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することができない可能性がある。

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して

内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、私たちに内部統制報告書に重要な虚偽の表

示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務

報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての

内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。私たちは、内部統制監査の結果として意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。

私たちは、エムティジェネックス株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であ

ると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統

制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。

　

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

　　 ２．財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

作成日　平成22年６月24日

エムティジェネックス株式会社

取締役会　御中

　

公認会計士　桜友共同事務所

　

　 　 公認会計士　　野　　中　　信　　男　　㊞

　

　 　 公認会計士　　鈴　　木　　智　　喜　　㊞

　

　 　 　

　

＜財務諸表監査＞

私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られているエムティジェネックス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第60期事業年度

の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属

明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、私たちに財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エ

ムティジェネックス株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

私たちは、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、エムティジェネックス

株式会社の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備

及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、私たちの責任は、独立の立場から内部統制

報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することができない可能性がある。

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して

内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、私たちに内部統制報告書に重要な虚偽の表

示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務

報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての

内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。私たちは、内部統制監査の結果として意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。

私たちは、エムティジェネックス株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であ

ると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統

制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。

　

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

　　 ２．財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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